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 元年度 ７年度 １１年度 １９年度 
％  万円  ％  万円 ％  万円 ％  万円  
10(～ 300)  10(～ 330) 10(～ 330) 5(～ 195)  
20(～ 600)  20(～ 900) 20(～ 900) 10(～ 330)  
30(～1,000)  30(～1,800) 30(～1,800) 20(～ 695)  
40(～2,000)  40(～3,000) 37(1,800～) 23(～ 900)  
50(2,000～)  50(3,000～) 33(～1,800)  
税  率 
40(1,800～)  
     出所: 財務省ホームページ。 
 
 平成元年度以降における日本の所得税制の推移について述べてみると、平成元年度には基礎控
除、配偶者控除、扶養控除の金額がそれぞれ 33 万円から 35 万円へと増加しており控除の拡大が
見られるが、なかでも配偶者特別控除は 16.5 万円から 35 万円へと２倍以上も増えている。所得
税の税率に関しては最高税率が 60％から 50％へと引き下げられた。 
 それ以降、各種控除金額は一定のままであったが、平成７年度になると基礎控除と配偶者控除、
配偶者特別控除、扶養控除等の見直しが行われ、35 万円から 38 万円と増加している。また、所
得税率についても、表１からこれまで 10％の適用税率が 300 万円までから 330 万円まで、20％の
適用税率が 600 万円までから 900 万円まで、30％の適用税率が 1,000 万円までから 1,800 万円ま
で、40％の適用税率が 2,000 万円までから 3,000 万円まで、50％が 2,000 万円超から 3,000 万円
超までに引き上げられた。このような税制改革は活力のある福祉社会を作るために、中堅所得者
層に配慮して行われたものである。 





                                 
3  川上[2008]、48-51 頁。 
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  出所: 表 1と同じ。 
図１ 所得税の実効税率の国際比較(夫婦子 2人の給与所得者) 
 




















  出所:表 1と同じ。 
図２ 所得税の課税最低限の推移 (夫婦子２人の給与所得者) 
                                 
4  森信[2002]、4-9 頁。 
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除、扶養控除、特別扶養控除、老人扶養控除等の金額が 35 万円から 38 万円へと増えている。し
たがって、国際的にみて日本の家計の所得税負担が低いのは、様々な控除の存在により課税ベー
スが侵食されているためであると考えられる。 

























平成７年度以降にはこの控除額が 76 万円と増えている。 
                                 
5  蜂屋[2003]、105-115 頁;森信[2002]、3-73 頁。 
6  森信[2002]、73 頁。 
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図３ 平成６年度 配偶者控除のある世帯とない世帯の数 
 




 さらに、所得 300 万円以下と 400 万円以下では配偶者控除なしの世帯が配偶者控除ありの世帯
を非常に多く上回っていた。平成元年度税制改正は消費税導入と所得税減税、とりわけ所得控除
                                 
7  たとえば、飛田[2003]、124-130 頁。 
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図４ 平成８年度 配偶者控除ありの世帯となし世帯の数 
 










                                 
8  森信[2002]、38 頁;蜂屋[2003]、128-134 頁。 
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ン問題を議論するときに行われている。石 [1981]、林 [1996b]、大田・坪内・辻 [2003] 等は集計
データを利用して、業種間の所得捕捉率の格差を分析している。それに対して、個票データを利
用して集計データによるバイアスを取り除いた水平的公平に関する研究としては本間・井堀・跡
田・村山 [1984] の分析がある10。 








 大田 [1997] は包括的所得課税に基づいた上で、専業主婦の帰属所得を課税対象にするためにも、
配偶者控除、配偶者特別控除は廃止すべきであると述べている。また、改革の具体案として、共働
き世帯に対して家事サービス等の経費控除を認めるような政策を大田 [1997] は提案している12。 







                                 
9  Pechman, J.A.[1977], pp.83-92.;Simons, H.C.[1938], pp.114-115. 
10 石[1981]、74-81 頁;林[1996b]、95-102 頁;大田・坪内・辻 [2003]、22-25 頁;本間・井堀・跡田・村山[1984]、
22-23 頁。 
11 林[1996a]、171-177 頁。 
12 大田[1997]、11-13 頁。 
13 飛田[2002]、16-33 頁。このような配偶者控除が存在する根拠としては、担税力、自営業とのバランス、
内助の功が考えられる。詳細は飛田[2002]、14-16 頁。 
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控除と課税ベースの侵食に関する分析は田近・古谷 [2000]、森信・前川 [2001]、森信 [2002]、
望月・野村・深江 [2004]、吉井・古頭 [2005] 等を中心に行われてきた。 







徐々に減ってきていると森信・前川 [2001] は結論づけている15。 




 田近・古谷 [2000] でも国税庁の『税務統計から見た民間給与の実態（1997 年度）』を利用して、
控除の実態を推計している。この研究でも森・前川 [2001] と同じように給与所得控除と社会保険
料控除の規模の大きいこと、高所得者層優遇で扶養控除が認められていること等を指摘している。 
 森信・前川 [2001] では社会保険料控除の規模の大きさを具体的に推計していなかったが、田
近・古谷 [2000] の研究では社会保険料控除率も推計している。その結果、社会保険料控除の規模
の大きさを特に問題視しており、税と社会保障を一体にするためにも社会保険料控除の課税の侵
食を認めるべきではないと田近・古谷 [2000] は述べている17。 
 国際比較の研究に関して森信 [2002] では日本のデータとして 1997 年度の『国民経済計算年報』、
『国税庁統計年報書』、『税務統計からみた申告所得税の実態』、『税務統計からみた民間給与の実
態』等を利用し、アメリカのデータは 1996 年度の『National Income and Product Acocount of the 
United States,Statistics of Income』の統計資料を利用して、アメリカの課税ベースは 53.2％である
のに対して、わが国のそれは 27.4％しかないという分析結果を出している。 
 この差額の原因として森信 [2002] は所得控除が大きいとしており、日本では基礎控除、配偶者
控除、配偶者特別控除、扶養控除合計で 12.7％の侵食が見られるが、アメリカでは 8.1％しか侵
                                 
14 吉井・古頭[2005]、133-141 頁。 
15 森信・前川[2001]、110-122 頁。 
16 ちなみに、森信・前川[2001]の分析では、1980 年以降、社会保障の拠出と給付が毎年増加していることか
ら、社会保険料控除の見直しも必要であると主張している。詳細は森信・前川[2001]、119-120 頁にある。 
17 田近・古谷[2000]、136-142 頁。 
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食されていないという見解を示している18。 
 蜂屋 [2003] は控除の中で最も減収規模が大きいのは給与所得控除で 8.8 兆円、次いで社会保険
料控除の 5.0 兆円、扶養控除の 2.7 兆円という試算をしている。ここでは配偶者控除による減収
は 1.2 兆円でそれほど大きくはない19。 
























                                 
18 森信[2002]、25-72 頁。 
19 蜂屋[2003]、98-99 頁。 
20 望月・野村・深江[2004a]、23-25 頁; 望月・野村・深江[2004a]、198-211 頁 
21 橋本[1994]、113-116 頁。 
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第Ⅲ章 実証モデル 
 






























                                 
22 以降(1)から(5)式は本間・井堀・跡田・村山[1984]のものを引用している。もっとも、考えている j の世
帯は配偶者控除のある、なしで区別している。 
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６年 11 月 21 日から 28 日であり、3,924 サンプル（回収率 65.4％）、平成８年度は平成８年 11
月 22 日から 12 月６日 3,695 サンプル（回収率 61.6％）となっている。したがって、各世帯が報
告している所得の金額はそれぞれ前年度の税制に影響を受けているものと思われる。 











表２ 平成６年度 サンプル全体の記述統計量 
 最小値 最大値 平均値 標準偏差 変動係数 
世帯主の所得 10 4,600 625.12 373.18 0.597 
配偶者控除前の税総額  0 1,893 106.02 125.81 1.187 
配偶者控除後の税総額  0 1,875  98.04 123.62 1.261 
  サンプル数は 1,203 である。 






 平成７年度の税制改正では配偶者控除の金額が 35万円から 38 万円へと増えたが、この影響は
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表３ 平成８年度 サンプル全体の記述統計量 
 最小値 最大値 平均値 標準偏差 変動係数 
世帯主の所得 23 5,490 618.49 416.41 0.673 
配偶者控除前の税総額  0 2,123  92.55 129.69 1.401 
配偶者控除後の税総額  0 2,104  85.51 127.93 1.496 
  サンプル数は 766 である。 





















配偶者控除前所得税額＝-97.59＋0.326 世帯主の所得    
           [-53.39]  [129.73]        RR＝0.933 相関係数は 0.966  






－ 225 － 
 平成元年度から６年度まで基礎控除と配偶者控除はいずれも 35万円であった。この場合、配偶
者控除前の税負担は 0.326 となっている。 
 
配偶者控除後所得税総額＝-101.24＋0.319 世帯主の所得 
            [-53.52] [122.67]        RR＝0.926 相関係数は 0.962 
                              サンプル数は 1,203 
 







            [-35.08] [85.41]         RR＝0.906 相関係数は 0.951  
                               サンプル数は 766 
 
 平成７年度の税制改正で基礎控除と配偶者控除の金額が 35万円から 38 万円へと増えた。 




            [-35.77] [82.10]        RR＝0.898 相関係数は 0.948 
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    出所：図３と同じ。 




















    出所:図４と同じ。 
図６ 平成８年度 配偶者控除ありの世帯となしの世帯の所得分布 
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24 森信・前川[2001]、110-122 頁。 
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 本分析では、本間・井堀・跡田・村山 [1984] のモデルを引用して負担比率を計測している。し
たがって、本間・井堀・跡田・村山 [1984] の水平的公平の議論ではなく垂直的公平に着目しなが
ら、配偶者控除による課税ベースの侵食を分析した。 




















－ 229 － 
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